
 

令和８年度 第１回 大阪港湾局人権行政推進委員会 

 

日 時：令和８年６月４日（木）11:00  

場 所：大阪港湾局 第１会議室 

 

 

（議  題） 

 

１ 大阪港湾局人権行政推進委員会設置要綱の改正について 

 

 

２ 今後の人権問題職員研修実施計画について 

 

 

３ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

大阪港湾局人権行政推進委員会設置要綱 

 

（設置）  

第１条  すべての市民の人権が尊重される心豊かで生きがいのある社会の実現

に向け、局の運営を人権尊重の視点から推進していくとともに、職員に対す

る人権研修の取組みや、差別事象への対応等について、各担当相互の緊密な

連携・協力を確保し、総合的かつ効果的な推進を図るため、大阪港湾局人権

行政推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。  

 

（組織）  

第２条 委員会は、委員長、副委員長、委員で構成する。  

２ 委員長は、局長をもって充てる。  

３ 副委員長は、理事をもって充てる。  

４ 委員は、別表第１に掲げる者をもって充てる。  

 

（委員長等の職務）  

第３条 委員長は、委員会の事務を総理する。  

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠け

たときは、その職務を代行する。  

 

（会議）  

第４条  委員会は、委員長が召集して行う。  

２  委員長が必要と認めるときは、委員以外の者を出席させ、意見を求めるこ

とができる。  

 

（協議事項）  

第５条 委員会の会議は、次に掲げる事項を協議するものとする。 

（１）局の運営を人権尊重の視点から総合的に推進するための取組みに関する

こと  

（２）局における職員に対する人権研修の取組みに関すること  

（３）差別事象が発生した場合の対応及び再発防止に関すること 

（４）差別のない安心・安全な職場環境の整備に関すること 

（５）その他、委員長が必要と認める事項に関すること  

 

（幹事会）  

第６条 委員会に幹事会を置く。  

２ 幹事は、別表第２に掲げる者をもって充てる。  



 

（研修企画部会）  

第７条 幹事会に研修企画部会を置く。  

２ 研修企画部会は別表第３に掲げる者をもって充てる。  

 

（庶務）  

第８条 委員会の庶務は、総務部総務課において処理する。  

 

（施行の細目）  

第９条 この要綱の施行について必要な事項は、委員長が定める。  

 

 

附 則  

この要綱は、平成20年７月18日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成22年８月２日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和６年７月４日から施行する。  

附 則  

この要綱は、令和７年５月26日から施行する。 

附 則  

この要綱は、令和８年５月14日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第１（第２条関係） 

委 員 長  

副 委 員 長 

〃 

委 員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

大 阪 港 湾 局 長 

理  事 

理  事 

総 務 部 長 

企 画 調 整 担 当 部 長 

企 画 部 長 

業 務 改 革 担 当 部 長 

開 発 部 長 

開 発 調 整 担 当 部 長 

開 発 推 進 担 当 部 長 

財 産 管 理 担 当 部 長 

計 画 整 備 部 長 

利 用 促 進 担 当 部 長 

施 設 管 理 部 長 

泉 州 港 湾 ・ 海 岸 部 長 

 

別表第２（第６条関係） 

幹 事 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

各 課 長 、 担 当 課 長 

総務部人事・港湾再編担当課長代理 

総務部総務課担当係長（庶務・組織・市会）  

総務部総務課担当係長（港湾再編）  

各 部 リ ー ダ ー 担 当 係 長  

各 技 能 統 括 主 任 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第３（第７条関係） 

研修企画部員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

総 務 部 人 事 ・ 港 湾 再 編 担 当 課 長  

総 務 部 人 事 ・ 港 湾 再 編 担 当 課 長 代 理 

総務部総務課担当係長（庶務・組織・市会）  

総 務 部 総 務 課 担 当 係 長 （ 港 湾 再 編 ） 

総 務 部 総 務 課 担 当 係 長 （ 府 営 総 務 ） 

企 画 部 業 務 改 革 課 担 当 係 長 （ 業 務 改 革 ） 

開 発 部 管 財 課 担 当 係 長 （ 管 財 ・ 総 括 ）  

計画整備部保全監理課担当係長（港湾工事）  

施設管理部管理課担当係長（部の総括・組織再編）  

施 設 管 理 部 施 設 課 担 当 係 長 （ 施 設 管 理 ） 

施 設 管 理 部 施 設 課 担 当 係 長 （ 緑 地 管 理 ） 

施 設 管 理 部 海 務 課 担 当 係 長 （ 海 務 ）  

施設管理部海務課担当係長（海岸施設管理）  

施 設 管 理 部 海 務 課 担 当 係 長 （ 海 上 保 全 ） 

施 設 管 理 部 設 備 課 担 当 係 長 （ 電 気 ） 

施 設 管 理 部 設 備 課 担 当 係 長 （ 機 械 ）  

各 技 能 統 括 主 任 又 は 各 部 門 監 理 主 任  

 



  

大阪港湾局人権行政推進委員会設置要綱 

 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を

付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（設置）  

第１条  すべての市民の人権が尊重される心豊かで生きがいのある

社会の実現に向け、局の運営を人権尊重の視点から推進していくと

ともに、職員に対する人権研修の取組みや、差別事象への対応等に

ついて、各担当相互の緊密な連携・協力を確保し、総合的かつ効果

的な推進を図るため、大阪港湾局人権行政推進委員会（以下「委員

会」という。）を置く。 

 

（委員長等の職務）  

第３条 委員長は、委員会の事務を総理する。  

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委

員長が欠けたときは、その職務を代行する。 

 

（会議）  

第４条  委員会は、委員長が召集して行う。  

２  委員長が必要と認めるときは、委員以外の者を出席させ、意見

を求めることができる。 

 

（協議事項）  

第５条 委員会の会議は、次に掲げる事項を協議するものとする。 

（１）局の運営を人権尊重の視点から総合的に推進するための取組

みに関すること  

（２）局における職員に対する人権研修の取組みに関すること  

（３）差別事象が発生した場合の対応及び再発防止に関すること 

（４）差別のない安心・安全な職場環境の整備に関すること 

（５）その他、委員長が必要と認める事項に関すること 

 

別表第１（第２条関係） 

委 員 長  

副 委 員 長 

〃 

委 員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

大 阪 港 湾 局 長 

理  事 

理  事 

総 務 部 長 

企 画 調 整 担 当 部 長 

企 画 部 長 

業 務 改 革 担 当 部 長 

開 発 部 長 

開 発 調 整 担 当 部 長 

開 発 推 進 担 当 部 長 

財 産 管 理 担 当 部 長 

計 画 整 備 部 長 

利 用 促 進 担 当 部 長 

施 設 管 理 部 長 

泉 州 港 湾 ・ 海 岸 部 長 

（設置）  

第１条  全ての市民の人権が尊重される心豊かで生きがいのある社

会の実現に向け、局の運営を人権尊重の視点から推進していくとと

もに、人権教育・啓発・職員研修の取り組みについて、各担当相互

の緊密な連携・協力を確保し、総合的かつ効果的な推進を図るた

め、大阪港湾局に「大阪港湾局人権行政推進委員会（以下「委員

会」という。）」を置く。 

 

（職務）  

第３条 委員長は、委員会の事務を総理する。  

２ 副委員長は、委員長を補佐する。 

 

 

（会議）  

第４条  委員会は、委員長が召集して行う。  

２  委員長が必要と認めるときは、委員以外の者を出席させ、意見

を述べさせることができる。 

 

（協議事項）  

第５条 局の運営を人権尊重の視点から総合的に推進するための取

り組みに関すること  

２  局における人権教育・啓発・職員研修の取組みに関すること  

３  その他、委員長が必要と認める事項に関すること 

 

 

 

 

別表第１（第２条関係） 

委 員 長  

副 委 員 長 

〃 

〃 

委 員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

大 阪 港 湾 局 長 

理  事 

理  事 

理 事 

総 務 部 長 

業 務 改 革 担 当 部 長 

企 画 調 整 担 当 部 長 

営 業 推 進 室 長 

開 発 調 整 担 当 部 長 

開 発 推 進 担 当 部 長 

計 画 整 備 部 長 

利 用 促 進 担 当 部 長 

事 業 戦 略 担 当 部 長  

施 設 管 理 部 長 

泉 州 港 湾 ・ 海 岸 部 長 



  

 

別表第３（第７条関係） 

研修企画部員 

〃 

〃 

     〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

   〃 

〃 

   〃 

〃 

〃 

   〃 

〃 

   〃 

   〃 

総 務 部 人 事 ・ 港 湾 再 編 担 当 課 長  

総 務 部 人 事 ・ 港 湾 再 編 担 当 課 長 代 理 

総務部総務課担当係長（庶務・組織・市会） 

総 務 部 総 務 課 担 当 係 長 （ 港 湾 再 編 ） 

総 務 部 総 務 課 担 当 係 長 （ 府 営 総 務 ） 

企画部業務改革課担当係長（業務改革） 

開 発 部 管財課担当 係長（管 財・総 括）  

計画整備部保全監理課担当係長（港湾工事） 

施設管理部管理課担当係長（部の総括・組織再編） 

施設管理部施設課担当係長（施設管理） 

施設管理部施設課担当係長（緑地管理） 

施 設 管 理 部 海 務 課 担 当 係 長 （ 海 務 ） 

施設管理部海務課担当係長（海岸施設管理） 

施設管理部海務課担当係長（海上保全） 

施 設 管 理 部 設 備 課 担 当 係 長 （ 電 気 ） 

施 設 管 理 部 設 備 課 担 当 係 長 （ 機 械 ） 

各 技 能 統 括 主 任 又 は 各 部 門 監 理 主 任  
 

 

別表第３（第７条関係） 

研修企画部員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

総 務 部 人 事 ・ 港 湾 再 編 担 当 課 長  

総 務 部 人 事 ・ 港 湾 再 編 担 当 課 長 代 理 

総務部総務課担当係長（庶務・組織・市会）  

総 務 部 総 務 課 担 当 係 長 （ 港 湾 再 編 ） 

総 務 部 総 務 課 担 当 係 長 （ 府 営 総 務 ） 

総務部業務改革課担当係長（業務改革） 

営業推進室管財課担当係長（管財・総括）  

計画整備部保全監理課担当係長（港湾工事）  

施設管理部管理課担当係長（部の総括・組織再編）  

施設管理部施設課担当係長（施設管理） 

施設管理部施設課担当係長（緑地管理） 

施 設 管 理 部 海 務 課 担 当 係 長 （ 海 務 ）  

施設管理部海務課担当係長（海岸施設管理）  

施設管理部海務課担当係長（海上保全） 

施 設 管 理 部 設 備 課 担 当 係 長 （ 電 気 ） 

施 設 管 理 部 設 備 課 担 当 係 長 （ 機 械 ）  

各 技 能 統 括 主 任 又 は 各 部 門 監 理 主 任 
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令和７年度 大阪港湾局 人権問題職員研修（総括） 

 

指導者養成型研修（ステップ１：管理監督者向け講習） 

令和７年度については、管理監督者を対象に、「大阪市人権行政推進計画～人権ナビゲーション～」に基

づき、同和問題（部落差別）への理解を深めるとともに、人権・ハラスメント・風通しの良い職場づくりに

ついて自ら考え、気づきを得ることで人権感覚を高め、人権尊重の視点から「安心・安全な職場環境づくり」

を実践できるようになることを目的とした。 

 

指導者養成型研修（ステップ２：課内での共有及び意見交換会） 

管理監督者は、ステップ１で学んだ内容を課内の係長級以下の全職員に共有するとともに、ファシリテー

ターとして研修内容を深掘りし、課内でグループ討議形式の意見交換会を実施する。 

 

まとめ 

部落問題の基本的理解 

• 講師（ファシリテーター）を課長級又は課長代理級職員が担い、クイズ等を取り入れた構成にするなど、

グループワークを積極的に取り入れ、各グループにおいて活発な意見交換が行われた。 

• 受講後アンケートでは、「差別を身近な問題として捉え直した」「研修の必要性を再認識した」等の意見

が多く寄せられた。 

• また、ソーシャルメディア等における誤情報に影響されないため、正確な知識・情報を身に付ける重要性

を再確認する機会となった。 

人権と自分との関わり 

• 職員からは、「公務員として人権尊重の取組を率先して進める立場にあることを改めて認識した」「大阪

市職員として自覚を持ち、差別事象を許さないとの意識をもって業務を遂行する」などの意見があり、公

務員として人権・差別に向き合う姿勢を再確認する契機となった。 

安心・安全な職場環境づくりに向けて 

• 差別の解消に向けては、相手を属性で決めつけないこと、相手の話を丁寧に聞くこと、相手の意思を尊重

することが重要である。 

• これらを踏まえ、良好な職場関係の構築には、職員同士が互いを認め合い、他者を思いやる姿勢を土台と

することが必要であり、その積み重ねがより一層の人権理解、ハラスメントの防止、風通しの良い職場環

境づくりにつながることを確認した。 

全体 

• 指導者養成型研修としたことで、課内での対話・意見交換が促進され、人権問題に対するより一層の理解

が深まった。 

• 一方で、管理監督者からは研修の実施依頼が重なること等により負担が大きいとの声があった。 また、職

員からは研修内容について、より身近で起こり得る事象や最近の事例を取り入れるなど、内容の更新を求

める意見があった。 

• 外部講師による人権研修については、毎年、管理監督者向け講習となっており、係長・係員が直接受講す

る機会を設けるべきとの意見もあった。 
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次年度以降の研修について 

各研修のアンケート結果を踏まえ、市全体で実施される人権問題研修とは別に、局独自の取組として同和

問題（部落差別）に係る研修を以下の中から選別し、継続的に企画・実施していく。 

 

＜対 象 者＞ 

• 当局全職員（休業者を除く。） 

 

＜研修内容＞ 

• 部落差別の成り立ちや変遷等に関する基礎知識（歴史的経緯を含む） 

• 「部落差別の解消の推進に関する法律」の立法趣旨、関連施策の動向 

• 本市の同和行政 

• 差別発言・差別的言動を見聞きした際の対応（相談・報告を含む） 

 

＜実施方法＞ 

• 講義型で隣接者との意見交換などのグループワークを積極的に取り入れたもの 

• フィールドワーク（現地で直接、話を聴くとともに、施設を見学する） 

• 指導者養成型（研修を受講した指導者が各職場で研修を実施） 

 

 

令和８年度の研修について 

〇 集合研修（ワークショップ型研修） 

   対 象 者：大阪市に所属する全係員を対象（約 400名） 

  実施方法：部落差別の成り立ちや変遷等に関する基礎知識や差別発言・差別的言動を見聞きした際の

対応（相談・報告を含む）等について、講師の話を聞くだけでなく、参加者同士が意見交

換し、自らの意見を発表するなど主体的に参加することにより、差別問題に対する理解を

より深める。 

  業者選定：事後審査型制限付一般競争入札による 

実施時期：11月～12月（７～８回に分けて実施） 

 

〇 eラーニング 

   対 象 者：研修対象者以外の全職員（局部長、課長、課長代理、係長） 

   実施方法：上記の集合研修資料による e ラーニング 

        管理監督者として差別事象に関する報告を受けた際の対応（資料配布） 

受講者アンケート 

  実施時期：１月～２月 
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令和７年度 大阪港湾局 人権問題職員研修 

職員アンケート結果 

 

 

集合研修 

対象者数 694 名（大阪港湾局全職員数 710 名、育休・病休等により全受講回次に出席できない者 45 名） 

受講者数 649 名（93.5％）  アンケート回答者 608 名 

 

研修内容の理解 

理解できた 概ね理解できた あまり理解できなかった 全く理解できなかった 無回答 

477 131 0 0 0 

 

テーマ別の理解について 

「部落問題の基本的理解」についての理解 

そう思う どちらかといえばそう思う  どちらかといえばそう思わない 全く思わない 無回答 

456 150 1 1 0 

 

「人権と自分との関わり」についての理解 

そう思う どちらかといえばそう思う  どちらかといえばそう思わない 全く思わない 無回答 

454 151 1 2 0 

 

「安心・安全な職場環境づくりに向けて」についての理解 

そう思う どちらかといえばそう思う  どちらかといえばそう思わない 全く思わない 無回答 

425 166 3 4 0 

 

講師について 

満足できる 概ね満足できる あまりよくない よくない 無回答 

463 143 1 1 0 

 

時間について（１時間 30分） 

ちょうどよい 短かった あまりよくない わからない 無回答 

571 11 11 15 0 

 

参加型・ワークショップ型の研修を設けた点について 
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満足できる 概ね満足できる あまりよくない よくない 無回答 

261 332 11 4 0 

 

自由記述 

（主な意見） 

 ・差別はまだまだ身近で根強い問題だ。 

・人権研修は意識を再確認できる意味でも必要な研修と感じた。 

・部落問題の「歴史的経緯」についてもう少し具体的に教えて欲しい。 

・グループ討議であらためて考えるきっかけができたことは良かった。 

 ・他の人権テーマやいじめ問題等も取り上げてほしい（外国人、ハラスメント、障がい者）。 

・30 年まえの事例だと現実味が薄いので最近の事例を紹介して欲しい。 

 ・偏見を持たず根拠のない情報に振り回わされないようにしたい。 

 


